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eビジネスと商人道

野間口　隆　郎1

　インターネット上のeビジネスの世界では、facebookに代表されるようなSNS（ソーシャルネット
ワークキングサービス）をベースとした「ソーシャルコマース」のビジネスモデルが登場している。
それは消費者のコミュニケーションを促進し、「口コミ」による第三者評価による信頼や共感により
他社と差別化していく戦略をとるものである。その戦略は社会的責任を果たすという理念に昇華され
なければならない。なぜなら、自己の利益のためだけにそのビジネスが行われていることは、イン
ターネットにより企業と同量の情報を手に入れた消費者にすぐに見透かされ、その建前的で表面的な
「ソーシャル」の活用はすぐに「口コミ」によって「マーケット（ネット）上」に広まってしまうか
らである。本論ではビジネス上で信頼や共感を得るという戦略を「社会的責任を果たす」という理念
にまで高めていく「商人道」から、これからのeビジネスを中心とする未来企業の経営戦略を検討す
る。

：近江商人、武士道、三方よし

　江戸時代に日本全国に商圏を拡大した近江商人は買い手である「顧客」や「進出先の地域」
について、どのような生活様式や価値観を持つか、どんな悩みをもっているかなどを人間関係
の中で自然に把握し、つまりマーケットの人々の役に立つために商売をおこなってきた。ま
た、自分自身でその買い手である人々の役に立つものを提供できない場合には、その便益を提
供できる「売り手」を探してきた。それだけではない。それらの地域社会の顧客ネットワーク
である「世間」の中で、自己の利益のみを考えた利己的商売はすぐに知れ渡りその地域では商
売が成り立たなかった。明治維新と同時に起こった産業革命による大規模生産、大規模販売
は、商品を広範囲に、安価に、早く市場に供給するという意味で社会に非常に大きな利便性を
もたらした。しかし一方で、需要と供給サイドは疎遠になり、買い手の顔を直接意識してそ
の役に立つための商品を開発する、調達するよりは、マスとしてのマーケットとして需要を
分析するというマーケティングに代わっていった。その距離を縮める取り組みとしてCPFR2、
SPA3 やCRM4 などの取り組みがおこなわれて、流通革命が起こり、リレーションシップマー

1 名古屋商科大学経営学部教授
2 Collaborative Planning Forecasting and Replenishmentメーカーと小売店が在庫削減や欠品防止のために協力
して需要予測を行い在庫補充する取り組み。

3 Specialty store retailer of Private label Apparel製造から小売までを統合した販売業態。
4 Customer Relationship Management詳細な顧客データベースを元に個々の顧客とのすべてのやり取りを一貫
して管理し、リレーションシップマーケティングを実現する経営手法。



NUCB JOURNAL  OF ECONOMICS
AND INFORMATION SCIENCE vol. 56 No. 2

― 122―

ケティング5 に取り組むようになったと考えられる。社会の変革にはプラスの面とマイナスの
面があるのは常であるが、マイナス面が大きくなるとそれを緩和する取り組みがなされるがそ
れは一時的な対処であるとも言える。CPFRやSPA、CRMは流通やマーケティングを大きく
様変わりさせたといえるが、一時的な対処であるとも言える。今現在、それとは別の変化がイ
ンターネットという社会の片隅で起こっている。インターネット上のeビジネスの世界では、
FaceBookに代表されるようなSNS（ソーシャルネットワークキングサービス）をベースとし
た「ソーシャルコマース」のビジネスモデルが登場している。それは消費者のコミュニケーショ
ンをSNS上で促進し、「口コミ」による第三者評価による信頼や共感により他社と差別化して
いく戦略をとるものである。ここではその戦略は社会的責任を果たすという理念に昇華されな
ければならない。なぜなら、自己の利益のためだけにビジネスを行なっているとすると、イン
ターネットという史上最強の情報媒体の出現により企業と同量またはそれ以上の情報を手に入
れた消費者に直ぐにその姿勢が直ぐに見透かされ、その建前的で表面的な「ソーシャル」の活
用はすぐに「口コミ」によって「マーケット（ネット）上」に広まってしまう。また、将来最
先端の企業は自らマーケティングを行わなくなる可能性がある。なぜなら消費者への押し付け
感の強い広告によるマス・マーケティングは「口コミ」やYouTubeに代表されるインターネッ
ト上の動画サイト上のユーザー自らが作成するリアリティのある「お薦め動画」にその地位を
とって代わられるかもしれない。アマゾンや楽天に代表されるインターネット上の商取引の急
速な発展から「ソーシャルコマース」が今後のビジネスの主流となるとするならば、今後はe
ビジネスがそのビジネス上で信頼や共感を得るという戦略を「社会的責任を果たす」という経
営理念にまで高めていく必要がある。それはどのような経営理念であるべきかを検討する必要
がある。

　本論文では、いままでのマス・マーケティングにより企業は一方的に消費者を買い手とだけ
捉えてきた戦略からの転換を迫られているということを前提に、新しい経営理念としての戦略
の提案を試みる。そのため「近江商人」に代表される「商人道」から示唆を得ることを目的と
する。その一つが近江商人に由来する経営戦略であり経営理念でもある「三方よし」である。「三
方よし」は近年急速に高まってきたCSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）
への注目から見直しがされている。「三方よし」は商取引においては、当事者の売り手と買い
手だけでなく、その取引が社会全体の幸福につながるものでなければならないとう意味での、
「売り手よし」、「買い手よし」、「世間よし」ということを意味する。「売り手」は現代でいえば
サプライヤーやベンダーである。また、「買い手」は顧客である。そして、近江商人は他国行
商を行った商人であるため、この場合の「世間」はその他の商人の「株仲間」のような狭い「世
間」ではなくまさに「社会」であった。そういう意味で、「近江商人」は現代的な「社会」に
近い対象である「世間」に対して責任をもつべきという現代の「CSR」的な経営理念や経営戦
略を持っていた。近江商人は現在の滋賀県、近江を発祥として、日本全国、遠くはベトナム、
タイまでも進出した商人である。また、近年のeビジネスをみると「口コミ」により企業の商

5 マス・マーケティングとは違い、顧客一人ひとりを把握することにより顧客との良好な関係を維持し、顧客
の強いロイヤリティを創り出すマーケティング。
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品やサービスの評価をする消費者はマーケティングを実施しているとみることができる。そし
て、インターネット上の「オークション」や「逆オークション」は企業がモノやサービスの価
格を決めるという常識を変え、消費者が「価格」を決めることである。つまり消費者がそのま
まマーケティングをおこなう「売り手」であると考えることができる。江戸時代の近江商人の
顧客は中央の産物の「買い手」でもあるが地方の産物の「売り手」でもあったと考えられる。
インターネットという社会の片隅は、そのような近江商人の時代の構造に時計の針を戻したよ
うな現象が現れ始めているとみることができる。
　本論文では「近江商人の三方よし」を含め「商人道」に関連する研究を概観する。その上で
「商人道」を実践するeビジネスのケースから、その経営戦略と一体化した経営理念として「商
人道」をeビジネスが取り入れる必要性を考察する。

　グローバル化と情報化が急速に進展する環境において、現代の企業は戦略や事業オペレー
ションのベースとなるバリューチェーンの見直しや組み替え、さらにはそうした企業戦略を前
提にした組織体制や風土、あるいは人材ポートフォリオの再構築をつねに迫られている。近江
商人も戦国末期から江戸時代初期の変革期に近江の地から出て「他国商い」によるグローバル
化を積極的に行った。末永（2004）［1］ によると、近江商人の先進性や現代性は「天秤棒と星6」
のCI（Corporate Identity）、「他国行商7」、「地方への技術導入と都市部での市場開拓」、「複式
簿記」、「乗合商い8」によるプロジェクトファイナンス、「支店による多店舗展開」、「本支店制
度」による抜擢人事、「資本・地域・業種の分散」によるリスクマネジメント、「在所上り制
度9」による能力主義、「押し込め隠居制度10」によるコーポレートガバナンスなどであるとす
る。そして、当時の「他国行商」の「他国」は幕藩体制のもとでは、事実上の「外国」であり
現代で考えるとグローバル化を推進したと言える。その近江商人が「他国行商」のために経営
理念としたのが「三方よし」である。他国行商をおこなうためには、「三方よし」が戦略的に
必要であった。近江商人の人格の倫理性が特に高かったために「三方よし」の経営理念を生み
出したのではなく、戦略的にこのような経営理念を必要とし、実際に経営上の業績評価に活か
していたと考えられる。
　社会心理学者の山岸（2008）［2］ は、統計数理研究所と共同で日本人2,000人とアメリカ人

6 天秤棒を担いで行商から商売をはじめた時代と、朝は星を戴いて出かけ、夕べは星影を踏んで帰るという近
江商人の商いの勤勉さを原点を象徴する商標が多い。

7 地元の近江を活動の場とするのではなく、近江国外で活躍し、原材料（地方物産）の移入と完成品（上方商
品）の移出を手がけ、近江国外で活躍することを「他国行商」といった。

8 多店舗展開による特産品の流通や醸造業などの多大な資本を必要とする事業を展開していくには相当の資金
を調達しなければならないため、資金調達の方法として考え出されたのが「乗合商い」とよばれる合資形態
による共同出資である。

9 近江商人の人事制度は、年功序列ではなく、能力主義の抜擢人事である。それは在所、すなわち故郷の近江
へ帰省した回数と店内での昇進が相互に関連づけられた「在所登り制度」であった。

10 当主に家産を危うくするような不徳の行為があった場合は、親類や後見人が協議の上で強制隠居させること
ができた。これは家訓に規定されている正当な処分であった。
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1,600人を対象に質問紙調査によりにより人間の利他性についての研究を行った。その成果に
よると、日本人よりもアメリカ人の方が他者一般への信頼感が強いことを、人間の利他性につ
いての科学的な研究から実証している。その成果を現代の日本社会が直面する問題にあてはめ
てみたときに問題が見えてくるとする。その結果見えてきたのは、現代の日本社会が直面して
いる倫理の喪失とは、実は、商人道の倫理の根底にある「情けは人のためならず」のしくみの
喪失の問題だとする。倫理的な行動、あるいは利他的な行動は、それを支える社会的なしくみ
がなくなってしまえば、維持することは困難です。たとえ他人に親切にしても、それが自分の
利益につながらないのであれば、誰も利他的に行動しなくなってしまうとする。そして、利他
的行動の原理である「情けは人のためならず」は、無私の心と称揚する武士道的な倫理観とは
相容れないとする。そして「モラルに従った行動をすれば、結局は自分の利益になるのだよ」
という利益の相互性を強調する商人道こそが、人間の利他性を支える社会のしくみを作ること
ができるとする。その上で、これに対して、武士道とは人間性にもとづかない、いわば理性に
よる倫理行動争追求するモラルの体系であり、そうしたモラルを強制することで社会を維持し
ていくのは、たとえ不可能ではないにしても、極めて大きな心理的なコストや経済的なコスト
を必要とするという。つまり、商人道のエッセンスというべき「情けは人のためならず」とい
うことわざは、他人に親切にするのはそれが究極的には自分のトクになるのだという教えで
あって、武士道からすれば、あまりにも功利主義的で打算的であって、下等の思想ということ
になる。しかし、こうした商人道の教えは現実に根ざしたものであるがゆえに、誰もが納得し
やすいものであるため、わざわざ「お説教」せずとも理解させることは可能である。そして自
分に利益があることから、誰もが実践してみようと考えるものであると山岸は主張している。
　ジエイコブズ（2003）［3］ は古今東西の道徳律を調べていく中で、人類には二種類のモラルの
体系があるという。それは「市場の倫理」と「統治の倫理」である。市場の倫理は「商人道」
であり、統治の倫理は「武士道」だと理解できる。その上で、統治の倫理（武士道）では最も
重要なのは集団を構成しているメンバーの結束であり、集団内部の秩序を維持することだとす
る。そして「規律厳守」「位階尊重」「忠実たれ」というモラルが生まれるとする。集団の維持
を最優先にするためには「伝統堅持」を優先し、目上の人間の命令は絶対視すると言う。さら
に外部の「敵」から集団を守るためには「勇敢であれ」「剛毅たれ」「排他的であれ」という道
徳律が必要になってくるとする。またその敵を排除することに躊躇しないようにするには「復
讐せよ」という道徳律も大事になってくるとする。また、自分の属する集団を守るために命を
失っても惜しくないと考える（「名誉を尊べ」）ことも求められるとする。そして自分の属して
いる集団を守るためであれば、「目的のためには欺け（嘘をつけ）11」とされる。それに対し、
市場の倫理（商人道）は「他人や外国人とも気やすく協力せよ」という精神であるとする。ま
た他者との協力関係を築くためには「正直たれ」「契約尊重」「勤勉たれ」「楽観せよ」という
道徳律は必要不可欠である。また、見知らぬ人たちと協力関係のネットワークを拡げていくに
は、他者との競争を歓迎し、つねに自己変革する勇気を持たなければならない。そこでは「競
争せよ」「創意工夫の発揮」「新奇・発明を取り入れよ」という考え方が発達するとする。つま

11 武士道精神の武士が自分の所属する集団（うち）への忠誠から、社会（そと）に「嘘」をつくの典型的な例
は、どんな機械でも必ず故障を起こすことがあり得ると知りながら、絶対に安全であると「嘘」をついてい
た原子力村の住人である。
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り、「統治の倫理」においては口先では「お客様が大事」「正直が一番」と言いながらも、ホン
ネの部分では、自分たち組織を守るためには客を騙しても許されると考えたり、儲けのためな
らば偽物を売りつけても許されると考えたりすることになる。一方、「市場の倫理」ではその
ようなホンネと建前を使っていることがお客に分かれば、その商人はたちまち信用を失ってし
まうことになるため、そのような行動をとる倫理は戦略的にとりにくいとする。そして、以下
の表1はジェイコブスが武士道と商人道の道徳律を比較検討した表となる。

　また、「三方よし」の「売り手」と「買い手」は「サプライヤー」と「カスタマー」である
ことは理解しやすい。しかし「世間」は現在、経営学や社会学などの社会科学では使われてい
ない概念であり、理解しにくい。そのため「世間よし」の「世間」の定義をみる必要がある。「世
間」に関する研究を見てみると、日本や東アジアにおける「世間」は欧米の近代社会の「社会」
とは異なるという研究がある。阿部（2002）［4］ は、日本の世間は欧米の近代的な「社会」とは
異なり、世間の人々というときは、自分と関係がある。利害関係を持っている、そういう人間
であり、今後利害関係を持つであろう人も含めた人間の集団の全体をいうとする。しかし、末
永（2004）［1］ によると近江商人は全国に進出していた地域で社会的責任を果たしていたとする。
たとえば飢饉の年には出店設置先や本宅所在地で相応に施米施金をおこない、窮民の救済にあ
たったという。たとえば、中井源左衛門家の仙台店では、天保の飢饉に際して窮民救済のため
に750両の施金と米350俵を施米し、流行病治療の引札（ちらし）を配っている。同じ天保の
飢饉時に地元窮民のために、愛知郡日枝村の二代目藤野四郎兵衛は支店の出先地である松前で
は米穀の施与や原価販売をおこなう一方、本店所在地でも住宅の改築と寺院仏堂の修築工事を
行う飢餓普請をおこなったという。これらの事例から日本において近江商人の「三方よし」の
「世間」は「社会」と同等の概念であると考えられるとする。近江商人は日本ではじめて「社会」
に近い概念として「世間」を考えた商人であったかもしれないと言える。

　市場の論理と統治の論理（商人道と武士道）

【市場の論理】（商人道） 【統治の論理】（武士道）

暴力を閉め出せ
自発的に合意せよ
正直たれ
他人や外国人とも気やすく協力せよ
競争せよ
契約尊重
創意工夫の発揮
新奇・発明を取り入れよ
効率を高めよ
快適と便利さの向上
目的のために異説を唱えよ
生産的目的に投資せよ
勤勉たれ
節倹たれ
楽観せよ

取引を避けよ
勇敢であれ
規律遵守
伝統堅持
位階尊重
忠実たれ
復讐せよ
目的のためには欺け
余暇を豊かに使え
見栄を張れ
気前よく施せ
排他的であれ
剛毅たれ
運命甘受
名誉を尊べ
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　これらの研究からソーシャルコマースが将来主流になる可能性からeビジネスを考えてみた
場合に、自己のみの利益ではなく、より自社の利益や持続的成長のため戦略的に利他的な行動
を動機づける「三方よし（売り手よし、買い手よし、世間よし）」を参考にした経営理念を取
り入れるべきでなないかと言えるのではないだろうか。では、現代においてすでに「三方よし」
を念頭においた企業活動にはどのようなものがあるか次章においてケースで見てみたいと考え
る。

　本章では「三方よし」を企業の経営理念として戦略的に採用することを提案するために、企
業活動のケースをみることとする。

　現在のインターネットトップ企業の1つであるグーグルは、そのHP［5］ において「ユーザー
に焦点を絞れば、他のものはみな後からついてくる」としてユーザーの利便性を第一に考えて
いるとする。新しいウェブブラウザを開発するときも、トップページの外観に手を加えるとき
も、Google内部の目標や収益ではなく、ユーザーを最も重視しているとする。そして、金銭
と引き換えに検索結果の順位を操作することは一切ないとし、広告は、広告であることを明記
したうえで、関連性の高い情報を邪魔にならない形で提示するという。その信頼を損なって短
期的に収益が増加しても意味がないとする。これは「買い手よし」であると考えられる。そし
て、派手な広告でなくても効果はあげられるとして、閲覧しているユーザーに関連性のあるテ
キスト広告の方が、ランダムに掲載される広告よりずっとクリック率が高いため効果が高いと
する。そして、企業の規模には関係なく、あらゆる広告主がこのターゲットを絞った広告を利
用できるとしている。これは「売り手よし」である。そして、グーグルの検索インターフェー
スは130を超える言語で利用できるとし、さらにグーグルでは、その他のアプリケーションや
サービスについても、できるだけ多くの言語と利用しやすいフォーマットで提供することを目
標としているとする。グーグルの翻訳ツールを使用すれば、自分の知らない言語で書かれた地
球の反対側のコンテンツも読むことができる。こうしたツールやボランティア翻訳者の力を借
りて、世界中のさまざまな国や地域に対し、サービスの多様性と品質を大幅に向上させるてい
るとする。これは「世間よし」と考えることができる。つまり、グーグルは「買い手よし」「売
り手よし」「世間よし」という3つの相反する目標への対応によりイノベーションを成し遂げ
ているとみることができる。

　Amazon.comの理念「10の事実」［6］ によると、2000年に業界でも有数のeコマースプラット
フォームを他の小売業者や個人の売り手に提供し始めた。今や大手の小売業者が、Amazon.
comが提供するサービスを用いて、販売促進、カスタマーサービス、受注処理など、すみず
みまでカバーするeコマースの力を活用していいる。また、新商品の付加的な販売チャネルと
してAmazon.comを利用するマーチャントもおり、Amazon.comのサイト全体にわたり様々な
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小売業者の商品提供が可能となりました。さらに、独立系のソフトウェアデベロッパーも、
Amazon Webサービスを利用してAmazon.comのお客様と売り手の要求に応える収益性の高い
アプリケーションとサービスを構築することにより、プラットフォームの価値を創造してい
る。Amazon.comは新しいテクノロジーを生み出し、世界中の買い手と売り手の生活をより良
くするために成長し続けていくとする。そしてそのテクノロジーの進歩はAmazon.comの急速
な発展を促し、より多くの商品をより便利に、さらに低価格でお客様に提供することを可能に
している。お客様用にカスタマイズされたショッピング体験、「なか見！　検索」機能による
本の検索、「1―Click® Shopping」を使った簡単な支払い、またリストマニアやほしい物リスト
といった、お客様のショッピングをサポートするコミュニティ機能などを提供している。つま
り商品・サービスの提供により「買い手よし」「売り手よし」の価値提供だけでなく、独立系
ソフトウェアデベロッパーに開発環境を利用させる社会的貢献の「世間よし」により自らの価
値も高めているとする。

　星野リゾートは、「軽井沢の星野温泉」から脱却して、リゾート・旅館経営における「運営
の達人」として全国的な地位を確立している。その実績は、顧客、機関投資家、同業である旅
館業界からも評価されている。そして、リゾナーレ、アルツ、トマムと破綻したリゾート再生
に手をのばし、その後ゴールドマン・サックスと提携して、いづみ荘、白銀屋、そして有楽と
一連の老舗旅館の事業再生を実施してきた。その事業再生では、自らの「リゾート運営の達
人」の定義として「顧客満足度」、「経常利益率15％」、そして「エコロジカルポイント」とい
う3つの軸を設定している。この3つの軸について星野リゾートの星野佳路社長は、「環境適
応度をビジョンの数値目標に設定したのは、歴史観や軽井沢での歴史だけでなく、リゾート開
発が環境破壊と映りやすい状況においては、環境対応が運営会社の競争優位性となると判断し
たからだ」とする。そして「一番困難なのは満足度と利益率の両立です」と言う。「創意工夫
を繰り返すことで両立のしくみを築くことで競争優位性を確立できないかと期待しているとす
る。この追求のプロセスで日本の宿泊業の問題は生産性の低さであると認識しました。効率を
あげることは当然と思われるかもしれませんが、再生の現場では想像以上に組織内に反発が生
まれます。顧客への思いが強い現場スタッフであるほど“効率化”という名の変革には納得で
きないところがある。生産性をあげる努力の継続というとサービス業ではつまらない仕事と思
えるうが、日本の製造業ではこのことを淡々としてきたから世界のトップクラスになったので
はないでしょうか。サービス業はこれからだと思います。」と言う。この3つの軸は「三方よ
し」である。「経常利益」は一見自社の利益のように思われるが、リゾート運営を行い、所有
を行わない星野リゾートでは、利益確保は売り手である所有者の利益をはかる「売り手よし」
である。これは当たり前のようであるが、バブル経済時代に所有する土地の含み益に頼り、リ
ゾート自体の経営は赤字の方が法人税を払わなくてよいという経営をしてきたリゾート業界
では非常識である。バブル崩壊で危機に陥った今までのリゾート経営者にはない経営戦略であ
る。「売り手」であるリゾート所有者が抱える不良債権を返済することを念頭においた指標で
あるといえる。また、「顧客満足度」が「買い手よし」であることは言うまでもない。そして、
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「エコロジカルポイント12」は「世間よし」である［7］。
　これらの経営理念・経営指標は星野佳路社長の倫理観からきたものではなく。自社の利益や
持続的成長を追求する経営戦略から考えられていることがこのケースから読み取れる。

　自動車メーカーのA社では、経営戦略上最も重要な新製品開発において、ターゲットとする
顧客に受け入れることができる販売価格を決め、その価格における顧客の満足度の過剰・不足
のない仕様と品質を測定して原価企画を行い、目標となる利益を確保し目標とする製造コスト
を決めている。その目標となる顧客満足度による仕様と品質、コストは各部品別に割り振られ
る。つまり、それが各系列サプライヤーのコストダウン要求や仕様と品質の向上要求となる。
サプライヤーはメーカー側の要求を満たすことが長期的な取引につながるため、根拠のない無
理なコストや仕様と品質で部品を供給しようとして長期的には何らかの事故を起こしてしまう
可能性がある。そのためA社では原価企画目標達成の内容については妥当性のある理由をサプ
ライヤーに求めている。つまり、妥当性のある理由がなければ品質事故により顧客の安全が脅
かされる可能性があるからである。また、理由のはっきりしたコストで適切な仕様と品質の部
品製造ができなければ、サプライヤーと一緒に現場での改善を実施するという。サプライヤー
が一時的に利益を削ってのコストダウンや仕様や品質向上は長続きせず、いつか事故などの問
題を発生させることになる。サプライヤーの利益を確保できるコスト構造を作り原価企画を達
成する必要があるという。そして、これらの活動がA社の競争力の源泉の一つであるという。
　このケースも、サプライヤーである「売り手」にとり「売り手よし」であり、顧客は購買で
きる価格で希望する水準で製品が購入できる「買い手よし」であり、製品事故など社会問題が
起こらない「世間よし」の「三方よし」のケースであると言える。

　東北コットンプロジェクトは、東日本大震災からの復興を目指し、「農業再生」「雇用創出」
「新産業」を目的に被災した農地での綿（コットン）の生産を開始している。綿花は塩分のあ
る土壌でも生育し、土壌の塩分を吸収するため、海水で汚染された農地を復旧できるという。
そして3年で塩分濃度を元の状態にすることを目指しているという。被災地の農業生産者が栽
培し綿をアパレル関連企業が紡績・商品化・販売を行うことで復興を支援する共同プロジェク
トである。原料である綿の栽培から綿製品の販売までの一連の工程をプロジェクト参加各社が
「東北コットンプロジェクト」ブランドで統一して活動を行い、消費者に復興支援への参画に
よる顧客満足を提供するとする。生産者・参加企業を増やし、綿栽培面積の拡大によって農業
再生・雇用創出を目指している［8］、［9］。
　これらの取り組みも「三方よし」を明示していないが、農業生産者が「売り手」、アパレル
関連企業および消費者が「買い手」、被災地が「世間」であり、「三方よし」を理念としたもの
である。

12 星野リゾートHP（http://www.hoshinoresort.com/environmental/date/basic.html）によると、エコロジカルポ
イントの算出には、GPN（「グリーン購入ネットワーク」）が運営する「GPNエコチャレンジホテル旅館デー
タベース」内の「エコチャレンジ・チェックリスト」を利用しているとする。
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　3つのケースから、当該ケースにおける「三方よし」の内容をまとめたのが以下の表2とな
る。

　上記のケースは、自社の利益を追求するため、持続的成長をするために、社会的責任を果た
すことが必要だということである。そして、それが自社の経営戦略において強みとなることを
示している。つまり、戦略的に「三方よし」のような利他的な行動目標を持つことが強みにな
る可能性を示している。戦後、富山県で創業しYKKを世界的なトップ企業を育てた故吉田忠
雄YKK元社長は、「人に善を与えれば必ず巡って自分に善が戻る」という「善の循環」という
経営理念をかかげた。それは自社の利益のため、成長のために他人の利益を図り社会に貢献す
る「三方よし」の経営戦略であった。その経営理念は今も同社の指針となっている［10］。これ
ら現代の企業ケースから「三方よし」がeビジネス中心とする未来企業の戦略的な業績指標に
なりえるという仮説が構築できると考える。

　「商人道」に含まれるモラルには矛盾があると考えられる。つまり、利己心に訴える動機づ
けによるモラルの向上には矛盾がある。「武士道」のようにモラルとは自発的なものであり利
己主義であってはならないのではないかという疑問がどこまでも付いて回るということであ
る。また、「三方よし」のようなモラルを利己心からおしつける矛盾である。これも「武士道」
のように自らの信念にもとづき社員が行動することにはならないという矛盾である。「商人道」
はこの指摘からは逃れることができない。どうしても「武士道」を極めることは理想であるよ
うに思えてしまう。「武士道」の理想的世界は美しく人を魅了するものである。これに対して、
ルーマン（1992）［11］ はこれらの矛盾は、モラルそのものが内蔵する矛盾だという。すなわち「モ

　現代の「三方よし」のケース

売り手よし 買い手よし 世間よし

グーグル ユーザーに関連性のあ
るテキスト広告による
高クリック率

ユーザーの利便性 金銭により検索結果順
位を操作しない

アマゾン 小売業や個人への eコ
マース機能の提供

テクノロジーによる利
便性の提供

独立系ソフトウェアベ
ンダーへ場の提供

星野リゾート
リゾート

・ リゾート所有者の収
益改善

・環境保全への配慮

自動車メーカー A社
新車開発　原価企画

・サプライヤーの利益
・ 妥当な理由による仕
様・品質向上

・ 妥当な理由によるコ
ストダウン達成

・ 過剰と不足のない顧
客満足度

・ 顧客の購入できる販
売価格

・品質事故防止
・クレーム防止
・リコール防止

東北コットンプロ
ジェクト

・農地塩分除染
・綿花生産

・震災復興
・収益獲得

・被災地農業再生
・農業雇用創出
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ラルのバイナリー（二肢）・コードも、自分自身にそうしたコードを適用すると、パラドック
スに行きつくということである。良いと悪いということを区別する、その区別自体が良いかど
うか、われわれに決めることはできない。この問題のもとで、われわれ人間には明らかに天国
が必要になる」という。つまり、現世で利他的行動（モラルに則した行動）のお返しである利
益を得ることではなく、天国に行ってから現世での利他的行動のお返しである利益が巡ってく
ることを信じて自らの行動をしなければならなくなるという。しかし、現代は神が科学にその
座をゆずってしまっているため、倫理を持ち続けるためには、バランスのある価値観の存在、
そして弁証法による相反する目標のアウフヘーベン（止揚）が必要だとする。
　本論文はeビジネスを中心とした現代のビジネスにおいて「商人道」を実現する「三方よし」
の経営理念を戦略的に設定することが必要であることを考察しようという試みであった。その
ため「商人道」に関する先行研究のレビューを行い、ケーススタディーをおこなった。インター
ネットが今後社会の中でより中心的な役割を果たすとするならば商取引の中心はネット上に移
行し「ソーシャルコマース」が進展すると考えられる。そればすべて企業がeビジネス化する
ことを意味しており「商人道」を企業倫理として戦略的に取り入れる必要に迫られる可能性が
ある。「商人道」を極めるために近江商人が行きついた経営理念・戦略が「三方よし」である。
現代の企業が「商人道」と「三方よし」を今一度再検討し取り入れる必要性があることの問題
提起ができたと考える。しかし、「三方よし」を取り入れることが企業の発展につながること
の実証が必要であることは言うまでもない。この点については今後の課題としたい。さらなる
ケースの収集や統計的手法などを用いた研究をおこなっていきたいと考える。

　本論文は本学経営学部におけるeビジネスとファミリービジネスの講義を通して得られた問
題意識が出発点になっている。このような貴重な機会を頂戴したことにこの場を借りて謝意を
表したい。また、ケースメソッドによるディスカッションを一緒に行った「現代の近江商人」
候補である学部生諸君にも感謝します。
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